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ろうきんのネットワークとセキュリティ
TOHOKU ROKIN DISCLOSURE 2019

項　　　目 2019 年度

■主要計数目標 （単位：百万円、％）

※ ROA：経営資源である総資産をどの程度効率的
に活用し利益に結び付けているのかを表
し、ROA が高いほど収益性が高く効率的
であることを示します。

※ OHR：業務粗利益に対する経費の割合を表し、
OHR が低いほど効率的であることを示し
ます。

＜1＞ 少子高齢化の進展と
生産年齢人口の減少への対応

＜2＞ 技術的発展への対応

＜3＞ 持続的発展への対応

＜4＞ 東日本大震災からの復興、
自然災害被災者への支援

❶顧客属性に応じた商品・サービスの提案と生涯取引の実現
❷店舗機能、取引チャネルの充実　❸商品・サービス力の向上

❶RAF およびリスク管理高度化に基づく経営基盤の確立
❷業務改革の実践と金融テクノロジー「FinTech」への対応

❶会員、推進機構との連携強化　❷会員直接還元政策の検討　❸地域共生に向けた取組み
❹金庫人材の育成と活用　❺組織の活性化と組織力の向上　❻SDGs 達成に向けた取組み

❶東日本大震災からの復興
❷自然災害被災者への支援

カテゴリー テーマ
■2019年度事業計画　＜4つのカテゴリー＞における取組み 

〈ろうきん〉は総合力で事業の維持・発展に取組んでいます
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35,000
35,000
58.27
2,363
0.14

82.46
9.61
0.80

預 金 年 間 増 加 額
貸 出 金 年 間 増 加 額
預 貸 率 （ 平 残 ）
当 期 純 利 益
ROA（総資産税引前利益率）
OHR（業務粗利益経費率）
自 己 資 本 比 率
経 費 率

第 6 期中期経営計画は、統合 20 周年を迎える第 7 期中期経営計画（2021 年～2023 年）において「持続可能なビ
ジネスモデルを確固たるもの」にするため、その土台を作っていくインフラ整備の期間＝「種をまく」期間と位置付けてお
ります。

その第 6 期中期経営計画の中間年度となる 2019 年度は、金融環境や生活スタイルの変化に対する迅速な対応や量
から質への転換の加速、SDGs（持続可能な開発目標）への役割発揮などの事業課題を解決（克服）し、第 7 期中期経
営計画そして統合 20 周年という将来へ事業を繋いでいくための取組みを行う年度となります。

当金庫は協同組織の福祉金融機関として、相互扶助・共助の精神に則った取組みを一層強化し、全ての勤労者に優位
性の高い金融サービスを維持しお届けするとともに、さらなる財務基盤の強化をめざした事業を行ってまいります。

ろうきんSty le
《第6期中期経営計画でめざすビジネスモデル》

ス タ イ ル

深める取組み

広める取組み

高
め
る
取
組
み

労働組合の福利厚生制度を金融面から支援

リスクアペタイト・フレームワーク、営業改革の進化、事務改革から業務改革

「お客さま本位の業務運営」の実践
広域会員の利用環境の統一

ろうきんメイン化の取組み（年代、性別、雇用形態に応じたマネープランの提案）

「事業性融資」の提案、組合員や構成員に対する
「ろうきん商品・サービス」の利用促進

連携強化・市場規模の拡大

会員、友の会、未組織の方々

若年層／女性層／ミドル層／シニア層

●給与振込 ●住宅ローン ●年金・資産運用
●一斉積立・財形貯蓄 ●マイカーローン ●医療・介護
●iDeCo、NISA、マイプラン ●教育ローン ●相続・信託

資産形成 資産活用 資産承継

地域・協同組織・非営利団体等

生 協

非営利団体自治体

店舗機能の
見直し

ATM機能の
充実

ダイレクト取引
の強化

Webやアプリによる
取引の導入

各種相談
窓口の展開

人材育成
適材適所の人材配置

東日本大震災からの復興、
自然災害被災者への支援持続的発展への対応技術的発展への対応少子高齢化の進展と

生産年齢人口の減少への対応

ＮＰＯ全労済

ガバナンス 収益管理 リスク管理 資産の健全性・自己資本の充実

組合窓口
職域展開
の強化

私たちがめざすべき姿（ろうきんStyle）
ス タ イ ル

第 6 期中期経営計画では、「深める」「広める」「高める」の〈3つの取組み〉により、持続可能なビジネスモデルの構築を
めざしています。また、その実現・定着のため《4つのカテゴリー》に課題を整理し、具体的な取組みを実施してまいります。

　「ペイオフ」とは、万一、「預金保険制度」に加入している金融機関が破綻した場合に、預金保険制度により「1 預金者 1 金融機関あ
たり元本 1,000 万円までとその利息等が預金保険で保護されること」をいいます。ペイオフが全面解禁されましたが、普通預金無利息
型（決済用預金）や当座預金等、お利息がつかない等の要件を満たす預金については全額が保護されます。
　ろうきんは、この「預金保険制度」に加入しているため、外貨預金・譲渡性預金を除きすべての預金商品が預金保険の対象となります。
また、全額保護の対象となる「決済用預金」も取扱っております。

　お客様の預金を守る公的なセーフティネットとして「預金保険制
度」があります。ろうきんでは、この「預金保険制度」とは別に、
ろうきん業態独自のセーフティネットを用意しています。
　1 番目の柱は、全国労働金庫協会（労金協会）および労働金庫連
合会（労金連）による定期的な経営状況のモニタリングと労金協
会内の労働金庫監査機構による監査です。経営上の問題が認めら
れる場合には、その問題の程度に応じて必要な措置を講じ、問題の
早期改善を図ることとしています。また、労働金庫監査機構は全国
ろうきんの監査を実施し、指導を行っています。
　2 番目の柱は、労金連の金融機能を活用した「ろうきん相互支援
制度」です。万一、ろうきんに経営上の問題が生じ、支援が必要と
なった場合には、労金連が緊急資金の貸出しや資本注入、資金援
助を行うことにより経営をサポートします。

　ペイオフの詳細については、当金庫窓口あるいはフリーダイヤル、または預金保険機構などへお問い合わせください。
　ろうきんは、みなさまに安心してお取引いただけるよう、健全性・安全性を今後も確保し、積極的に経営情報の開示に努めていきます。

ペイオフへの対応

ろうきん業態セーフティネット

金 庫 数 13 金庫
常勤役職員数 11,286 人
店 舗 数 620 店舗
団 体 会 員 数 51,381 会員
間接構成員数 11,310,317 人
出 資 金 954 億円
預 金 残 高 203,612 億円
貸 出 金 残 高 135,563 億円
自己資本比率 10.06%

■東北労働金庫の概要

■全国の労働金庫の概要

名 称 東北労働金庫
所 在 地 仙台市青葉区北目町 1 番 15 号
設 立 1951 年 10 月 30 日（設立総会）

1951 年 11 月 30 日（法人登記）
2003 年 10 月 1 日（合併）

理 事 長 影山　道幸
常勤役職員数 1,139 人
店 舗 数 70 店舗（インターネット東北支店を含む）
団 体 会 員 数 5,849 会員
間接構成員数 782,823 人
出 資 金 64 億円
預 金 残 高 20,300 億円
貸 出 金 残 高 11,973 億円
自己資本比率 9.59%

ろうきん相互支援制度実施に係る3者覚書

労金協会 労金連

予
防
的
措
置

金
融
支
援
措
置

ろうきん相互支援制度運営会議

・経営改善指導
・監査

・経営モニタリング
・金庫実務支援

緊急時特別
貸付制度 

優先出資
引受け制度

相互支援
基金制度

金庫支援
定期預金

全
国
13〈
ろ
う
き
ん
〉

経営モニタリング会議

（緊急時対応）（資本増強支援） （再建または合併支援）

●全国の〈ろうきん〉は、一般社団法人全国労働金庫協会（労金協会）と労働金庫連合会（労金連）を中央機関とし、13 金庫 620
店舗により一大ネットワークを形成しています。

●労金協会は〈ろうきん〉業態全体の政策や課題について調査・研究・方針化し、提案・調整・指導・連絡を行い、労金連は〈ろう
きん〉間の資金需給調整・運用、金融業務の補完等により金融活動を支えています。

4

rokin2019_B00_p02-51.indd   4 2019/07/11   9:37


